
企　業　局

令和５年６月定例会

議 案 説 明 資 料

予算に関する説明書

（令和５年度６月補正予算等関係）
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【予算関係】

議案番号 課名等 頁

第４号

　
１　補正予算説明資料 ３

　
２　予定キャッシュ・フロー計算書 ５

　
３　予定貸借対照表 ６

【予算関係以外】

（議案）

議案番号 課名等 頁

第１４号 経営企画課 7

（報告）

報告番号 課名等 頁

第６号 経営企画課 9

第７号 〃 10

第８号 〃 11
令和４年度鳥取県営工業用水道事業会計継続費繰越計算書につ
いて

令和４年度鳥取県営電気事業会計継続費繰越計算書について

令和５年６月定例会議案説明資料目次

企 業 局

件　　　　　　　　　　名

件　　　　　　　　　　名

　令和５年度鳥取県営工業用水道事業会計補正予算（第１号）

鳥取県営企業の設置等に関する条例の一部を改正する条例

経営企画課

件　　　　　　　　　　名

令和４年度鳥取県営電気事業会計予算繰越計算書について
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議案第４号

補正前の額 補　正　額 計 補正前の額 補　正　額

収益的収支 589,862 8,446 598,308 797,995 8,446

資本的収支 386,244 0 386,244 569,183 0

計 976,106 8,446 984,552 1,367,178 8,446

　説　　明

企業局（単位：千円）

補正予算説明資料総括表

569,183

1,375,624

支　　　　　　出

計

収　　　　　　入

806,441

会　計　名 区　　　分

工業用水道
事 業 会 計

工業用水道事業会計 　日野川工業用水道において、米子市が整備を進める市道安倍三柳線
の支障物件になることが判明したことから、管路の移転を行うための概略
設計の増額補正である。
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１　補正予算の概要

２　項目別明細 （単位：千円）

補正前 補正 計

収益的収入 589,862 8,446 598,308

営業外収益 140,203 8,446 148,649

雑収益 28,163 8,446 36,609 8,446

収益的支出 797,995 8,446 806,441

723,597 8,446 732,043

384,529 8,446 392,975 管路移転を行うための概略設計 8,446

企　　業　　局

令和５年度鳥取県営工業用水道事業会計補正予算説明資料（議案第４号）

　　日野川工業用水道において、米子市が整備を進める市道安倍三柳線の支障物件になることが判明したことから、管路
の移転を行うための概略設計の増額補正である。

区分 説明

収

益

的

収

入

・

支

出

営業費用

差引 △ 208,133 0 △ 208,133

業務費

管路移転に係る米子市からの補償金
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（令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで） （単位：千円）

　 　

1 業務活動によるキャッシュ・フロー 　

　 当年度純利益 △ 224,743
減価償却費 324,731
固定資産除却損 10,489
修繕引当金の増減額（△は減少） 0
退職給付引当金の増減額（△は減少） 0
賞与引当金の増減額（△は減少） 0
貸倒引当金の増減額（△は減少） 0
引当金の増減額 0

　 長期前受金戻入額 △ 84,569
　 受取利息及び受取配当金                                         △ 162
　 支払利息                                                        46,235

為替差損益（△は益） 0
未収金の増減額（△は増加） 24,161

　 未払金の増減額（△は減少） △ 24,970
一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 △ 794
たな卸資産の増減額（△は増加） 0
小計 70,378
受取利息及び受取配当金                                         162
支払利息                                                        △ 46,235
一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 794

　 業務活動によるキャッシュ・フロー 25,099

　 2 投資活動によるキャッシュ・フロー 　

有形固定資産の取得による支出 △ 299,002
有形固定資産の売却による収入 0
無形固定資産の取得による支出 0
無形固定資産の売却による収入 0
国庫補助金等による収入 0
国庫補助金等の返還による支出 0
一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 0

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 299,002

3 財務活動によるキャッシュ・フロー

一時借入れによる収入 0
一時借入金の返済による支出 0
建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 328,668
建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 369,448
建設改良費等の財源に充てるための他会計借入金による収入 0
建設改良費等の財源に充てるための他会計借入金の返済による支出 0
その他の他会計借入金による収入 0
その他の他会計借入金の返済による支出 △ 17,000
他会計からの出資による収入 203,744

財務活動によるキャッシュ・フロー 145,964

資金増加額 △ 127,939
資金期首残高 226,304
資金期末残高 98,365

　 　

差　　　　　　　　　　引 　 　

令和５年度鳥取県営工業用水道事業予定キャッシュ・フロー計算書
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（単位　千円）

1 3

(1) 有 形 固 定 資 産 (1) 企 業 債 2,931,576

イ 土 地 734,084 (2) 他 会 計 借 入 金 865,000

ロ そ の 他 有 形 固 定 資 産 15,130,282 (3) 引 当 金 81,268

その他有形固定資産減価償
却 累 計

9,201,435 5,928,847 (4) そ の 他 固 定 負 債 483,996

ハ 建 設 仮 勘 定 7,758 固 定 負 債 合 計 4,361,840

ニ 建 設 準 備 勘 定 0 4

有 形 固 定 資 産 合 計 6,670,689 (1) 企 業 債 351,531

(2) 無 形 固 定 資 産 (2) 未 払 金 0

イ ダ ム 使 用 権 1,610,072 (3) 未 払 費 用 0

ロ 水 利 権 0 (4) 引 当 金 1,142

ハ 電 話 加 入 権 28 (5) そ の 他 流 動 負 債 7,299

ニ 地 上 権 12 流 動 負 債 合 計 359,972

無 形 固 定 資 産 合 計 1,610,112 5

(3) 投 資 そ の 他 の 資 産 (1) 長 期 前 受 金 4,918,193

イ 貸 倒 引 当 金 0 (2) 収 益 化 累 計 額 2,964,799

ロ そ の 他 投 資 0 繰 延 収 益 合 計 1,953,394

投資その他の資産合計 0 負 債 合 計 6,675,206

固 定 資 産 合 計 8,280,801

6 5,583,644

2

(1) 現 金 預 金 98,365 7

(2) 未 収 金 43,394 (1) 資 本 剰 余 金

(3) 貯 蔵 品 27,469 イ その他資本剰余金 219,163

(4) 前 払 費 用 2 資 本 剰 余 金 合 計 219,163

(5) 前 払 金 0 (2) 利 益 剰 余 金

(6) 引 当 金 0 イ 建 設 改 良 積 立 金 73,760

(7) そ の 他 流 動 資 産 0 ロ 当年度未処理欠損金 4,101,742

流 動 資 産 合 計 169,230 利 益 剰 余 金 合 計 △ 4,027,982

剰 余 金 合 計 △ 3,808,819

資 本 合 計 1,774,825

資 産 合 計 8,450,031 負 債 資 本 合 計 8,450,031

流 動 資 産

剰 余 金

資　本　の　部

繰 延 収 益

固 定 負 債固 定 資 産

流 動 負 債

令和５年度鳥取県営工業用水道事業予定貸借対照表(当年度分)

（令和６年３月３１日）

負　債　の　部　　　　　　　　資　産　の　部

資 本 金
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議案第１４号（条例関係）                        経営企画課 

条

例

名

等 

 

  鳥取県営企業の設置等に関する条例の一部を改正する条例 

提 

出 

理 

由 

及 

び 

概 

要 

 

１ 提出理由 

  電気事業の用に供する発電施設について公共施設等運営権の設定を受けた選定事

業者が、当該公共施設等運営権の対象となる発電施設の運営等を適切に行うことが

できるよう所要の改正を行う。 

 

２ 概  要 

(１) 運営権者は、対象発電施設の運営等に必要であるときは、知事の承認を得て

対象発電施設の最大出力を変更することができることとする。 

(２) 施行期日は、公布の日とする。 
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鳥取県営企業の設置等に関する条例の一部を改正する条例 

 

鳥取県営企業の設置等に関する条例（昭和41年鳥取県条例第37号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

 

（運営権者による運営等の基準） 

第16条 略 

２ 運営権者は、前項の運営等に必要であるときは、第

４条第２項の規定にかかわらず、知事の承認を得て

対象発電施設の最大出力を変更することができる。 

 

（運営権者による運営等の基準） 

第16条 略 

  

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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報告第６号

令和４年度鳥取県営電気事業会計継続費繰越計算書

企　業　債 建設助成金 そ　の　他

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

１電気事業費 １ 営 業 費 用 840,766,000 227,701,000 227,701,000 3,829,100 223,871,900 223,871,900 223,871,900

１資本的支出 １建設改良費 477,343,000 177,463,000 177,463,000 10,195,900 167,267,100 167,267,100 167,200,000 67,100

133,334,000 106,667,000 106,667,000 106,667,000 106,667,000 106,667,000

1,451,443,000 511,831,000 511,831,000 14,025,000 497,806,000 497,806,000 167,200,000 330,606,000

新幡郷発電所
精密分解点検
に伴う改修事
業

残額款 事　業　名

前年度逓
次繰越額

項

予算計上額

継続費の総額

新幡郷発電所
精密分解点検
に伴う改修事
業

計

計

翌年度
逓  次
繰越額

令和４年度継続費予算現額

支払義務
発 生 額

翌年度逓次繰越額に係る財源内訳 翌年度逓次繰
越額に係る繰
越を要するた
な卸資産の購
入限度額

加地発電所制
御装置更新事
業
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報告第７号

令和４年度鳥取県営電気事業会計予算繰越計算書
　地方公営企業法第26条第２項ただし書の規定による事故繰越額

左 　の 　財 　源 　内 　訳

企　業　債 建設助成金 そ　の　他

円 円 円 円 円 円 円 円

15,349,000 9,680,000 9,680,000 5,669,000

2,650,000 1,199,990 1,199,990 1,450,010

　 　 　

17,999,000 10,879,990 10,879,990 7,119,010計

説    明款 項 事　業　名 予算計上額
支払義務
発 生 額

１電気事業費 １営業費用

不 用 額

翌 年 度 繰 越 額
に 係 る 繰 越 を
要 す る た な 卸
資 産 の 購 入
限 度 額

大雪により他工事の
施工日程が遅れたこ
とにより、本工事の
着手が遅くなり、年
度内完成が不可能と
なったため。

孤立集落が発生する
ような大雪により、
施工現場への立ち入
り及び施工が困難と
なり、年度内完成が
不可能となったた
め。

翌 年 度
繰 越 額

小鹿第二発電所取水
口低濃度PCB含有塗膜
除去・塗装復旧工事

佐治発電所ワサビ谷
川取水場災害復旧工
事（管理用道路）

-
 1

0
 -



報告第８号

令和４年度鳥取県営工業用水道事業会計継続費繰越計算書

企　業　債 建設助成金 そ　の　他

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

１建設改良費 166,100,000 132,880,000 132,880,000 132,880,000 132,880,000 132,800,000 80,000

項

予算計上額

令和４年度継続費予算現額

支払義務
発 生 額

翌年度逓次繰越額に係る財源内訳 翌年度逓次繰
越額に係る繰
越を要するた
な卸資産の購
入限度額

継続費の総額

１資本的支出

計

翌年度
逓  次
繰越額

残額款 事　業　名

前年度逓
次繰越額

日野川工業用
水道計装設備
更新事業

-
 1

1
 -


